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Ⅰ．公益目的事業 
 

［1］調査研究普及事業（公益目的事業 1） 

1．地名等調査研究事業 

市制・町制等の調査を行いました。今年度以降の合併・市制・編入は別紙のとおりとな

っております。また、全国の約1,740の市区町村に対して、町名等の新設及び変更・廃止

に関する実態調査、並びに人口・世帯数及び人口動態等の実態調査を行いました。 

ア 加除式図書発行事業 

調査研究を続けてきた地名等に関する資料を基に、最新の情報を1か月毎に整理して、

加除式図書及び変更速報として発行し、普及と保守を行いました。 

① 国土行政区画総覧 

② 全国町・字ファイル 

③ 国土行政区画コード総覧 

④ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 

⑤ アドレス 

イ 単行本書籍発行事業 

調査研究を続けてきた地理・地名・地図・人口等に関する資料を基に、単行本書籍を

発行しました。 

① 住民基本台帳人口要覧 平成29年版 

② 学術研究助成報告集 第3集 

ウ 無償資料配布事業 

調査研究した資料を基に図書・地図等を作成、また刊行した各種図書や地図等を、国、

地方公共団体及び関係機関に無償配布し、地域の生活文化の向上に貢献しました。 

① 住民基本台帳人口要覧 平成 29年版     4,786部 

※全国の市区町村、図書館及び協会会員等の関係機関へ無償配布しました。 

② 平成 30年カレンダー全国市町村マップ    10,000部 

※関係各機関及び一般希望者（ホームページにて募集）に無償で配布しました。 

③ 学術研究助成報告集   353部 

※大学や研究機関等に無償で配布しました。 
エ 受託事業 

調査研究を続けてきた地理・地名・地図・人口等に関する資料を基に、国及び地方公

共団体等が配布する地図・図書等の作成を行いました。 

（1）地図に関する印刷物等の受託 

① 小学校社会科用地図 … 世田谷区教育委員会 

② 小学校社会科副読本用色地図・白地図 … 小平市 

③ 長野県地図カレンダー … 一般財団法人長野県自動車標板協会 

（2）図書に関する印刷物等の受託 

① 住民基本台帳人口要覧 … 総務省 



 2 

 

オ 情報処理受託事業 

調査研究を続けてきた地名に関する資料を基に、郵便番号の新設変更等の調査業務を

請負い、日本郵便株式会社（旧郵政事業庁）のホームページの更新に協力しました。 

カ データ等の提供事業 

地理・地名・地図・人口等に関する調査研究によって収集し整理分類したデータ等の

提供について、Webやアプリケーションへのデータ提供はありませんでしたが、市町村合

併地図及び民俗資料選集等の情報提供を行いました。 

キ ホームページによる情報提供事業 

全国の地名に関し調査収集を行い、収集した資料を基に整理した最新情報をホームペ

ージで公開し随時更新しました。内容は次のとおりです。 

① 全国の地名の変更情報 

② 全国の市町村の新設、合併、市制、町制等廃置分合に関する情報 

③ 市町村変更の最新情報 

④ 全国の市町村の人口・世帯数並びに男女別人口情報 

⑤ 郵便番号の変更情報 

ク 資料公開事業 

地理・地名・地図・人口等に関する調査研究によって収集した資料を分類整理し、閲

覧希望者に対し資料の公開を行いました。 

・資料公開時間：平日 10：00～12：00 / 13：00～16：00（年末年始を除く） 

ケ 回答事業 

地理・地名・地図・人口等に関する電話・ファックス・メール・文書等による各種問

い合わせや質問等に対し、調査研究により収集した資料及び情報を基に回答しました。 

① 地名情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対しては即刻回答しました。 

② 人口情報の問い合わせに対する回答 

・市区町村別人口の自然増減・社会増減や年齢 5 歳階級別人口等の問い合わせに対し

ては即刻回答しました。 

③ 地理情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対して即刻回答できるものは回答し、

調査を要するものについては調査を行ったり、適切な回答者を紹介しました。 

④ 地図情報の問い合わせに対する回答 

・電話による問い合わせ、文書による照会等に対して即刻回答できるものは回答し、

調査を要するものについては調査を行ったり、適切な回答者を紹介しました。 
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2．機関誌の発行事業 

地理・地名・地図・人口等に関して収集した資料や、市町村制度及び定住自立圏構想

関連、地域政策等の地域振興に関して収集した資料、各地域の先進的な施策や取り組み

に関する事例等、有用な情報を広く一般に普及・啓発することを目的に、これらの情報

等を平易に解説した内容を盛り込んだニューズレターを編集発行しました。また、ホー

ムページ上でも過年度分含め閲覧できるよう公開しました。 

① 夏号  6月 7日発行   2,000部（無償配布） 

② 秋号  9月 7日発行   2,000部（無償配布） 

③ 冬号 12 月 7日発行   2,000 部（無償配布） 

④ 春号  3月 8日発行   2,000部（無償配布） 

 

3．セミナー等開催事業 

ア 次のテーマによる研究セミナーを開催しました。 
① 第 109回研究セミナー 

日 時：平成 29年 9月 7日 

場 所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 

参加者：79名 

テーマ：『カーナビゲーション用地図と自動運転用地図の最新動向』 

インクリメントＰ株式会社 事業開発本部 大石淳也 氏 

テーマ：『ビットコインとブロックチェーンの革新性とケーススタディ』 

株式会社ＮＴＴデータ 技術革新本部 丸山智浩 氏  

② 第 111回研究セミナー 

日 時：平成 30 年 3月 8日 

場 所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 

参加者：53名 

テーマ：『ブロックチェーン技術が描く未来と現実』 

株式会社ＮＴＴデータ 技術革新本部 丸山智浩 氏  

イ 今年度は、次のとおり協賛社研修会を開催しました。 

日 時：平成 29 年 10月 19～20日 

場 所：「遊彩の樹」（静岡県御殿場市） 

参加者：14名 

地名及び人口調査の概要報告を行い、より一層の普及啓発への協力を依頼しました。そ

の後、情報交換を行いました。 

 

［2］地域政策支援事業（公益目的事業 2） 

1．地方行財政支援事業 

地方公共団体や各種団体が行っている地域活動や地域振興に関する事業及びそれらに関す

る調査研究に対して支援を行いました。 
1．地方公共団体等の支援 

本年度の助成は実施しませんでしたが、実施に向け支援方法の見直しを検討しました。 
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2．定住自立圏推進事業 

総務省が掲げる定住自立圏構想の、ポータルサイト（http://www.teijyu-jiritsu.jp/）を

平成 22 年 7月 20日に開設し、情報収集並びに情報発信を行い、また、機関誌「ニューズ

レター」においてもシンポジウム開催等の紹介を行い、本構想の周知に努めました。 
3．地方公共団体への情報及び事務所提供事業 

国が計画する地域計画や実施事業等の情報の収集及び提供や、東京事務所の設置を希望

する市町村等に対し、低額での事務室を貸与する等の支援実施に向けて検討しました。 

2．災害復興関連支援事業 

地域政策支援の一環として、災害救助法の適用を受けた被災地を支援するための寄附を行

いました。内訳は下記のとおりです。 

① 日本赤十字社 「東日本大震災義援金」  50,000,000 円 

② 日本赤十字社 「九州北部大雨義援金」  15,000,000 円 

③ 熊 本 県  「熊本地震復興寄附金」  30,000,000 円 

④ 福 岡 県  「福岡県豪雨災害義援金」 15,000,000 円 

⑤ 大 分 県  「大分県豪雨災害義援金」 30,000,000 円 

⑥ 秋 田 県  「秋田県大雨災害義援金」 10,000,000 円 
 

［3］学術研究奨励基金事業（公益目的事業 3） 

1．学術研究助成事業 

平成 29 年度は、75件（申請総額 42,354,302 円）の助成金交付申請があり、審査委員 5名

による個別審査と審査会議を経て、次にあげる 11件の申請に対し総額 6,762,322円を助成し

ました。 

① 川久保 篤志 

瀬戸内島嶼部におけるレモンを柱とした農業の 6次産業化と地域振興 

-「瀬戸内レモン」関連商品の開発と普及過程に注目して- 

② 松四 雄騎（他 3名） 

穿入蛇行河川の形成と流域斜面発達の相互作用に関する実証的研究：四万十川中流区

域を例に 

③ 堀 和明（他 1名） 

沖積低地表層の有機質堆積物に着目した氾濫原の発達過程の解明 

④ 伊藤 達也（他 1名） 

河童による水辺観光保全運動の特徴と地域振興効果 

⑤ 柳田 良造 

北海道開拓における屯田兵村の成立要因に関する研究 

⑥ 山本 耕三 

平成 28 年（2016 年）熊本地震の被災地における店舗の営業再開状況 

⑦ 小野寺 淳（他 2名） 

明治期における民間地図製作技術の継承と革新 

-酒井捨彦をめぐる民間地図製作者とその地図に関する研究- 

⑧ 池口 明子 

ニカラグア・モスキート平原におけるウルワの湿地生態史と地名の関わり 

⑨ 太田 弘（他 4名） 

地理学におけるアウトリーチとしての市民活動とのリンケージに関する研究 

⑩ 坪井 朔太郎（他 2名） 

GISを用いた阪神・淡路大震災を伝える地理教育手法の開発  
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⑪ 小屋畑勝太（他 1名） 

UAVと SfM多視点ステレオ写真測量を題材としたモデルの開発  

また、平成 30 年度における助成事業の実施に向けて、全国の大学の地理学教室等 188ヶ所

に募集要項と助成金交付申請書を配布したほか、主な地理学関係の 124 学会に働きかけて広

報活動を実施しました。 

2．学術補助金等支給事業 

地域の社会教育や文化活動の振興のために、教育機関・各種団体・研究会等が行う調査研

究・広報活動・及び社会科教育の普及啓発に対する事業に助成金を支給することとし、本年

度は、次の 5件に対し総額 650,000円を助成しました。 

① 環境地図教育研究会：第 27回私たちの身のまわりの環境地図作品展 

② 地図展推進協議会：地図展 2017 南多摩 50年の軌跡 

③ 岐阜県図書館：第 23回児童生徒地図作品展 

④ とやま地図作品研究会：第 11回とやまみんなの地図作品展 

⑤ あこう絵マップコンクール実行委員会：あこう絵マップコンクール 2017年 

 

［4］ 資格付与事業（公益目的事業 4） 

1．検定の実施事業 

一般財団法人日本地図センターと協力し「地図地理検定」を実施し、地図・地理・地名の

普及啓発に努めました。 
① 第 27回地図地理検定 試験実施状況 

日  時：平成 29年 6月 18日 13：30～14：20（一般）/15：00～16：00（専門） 

受検者数：一般 210 名  専門 82名 

場所及び受検者内訳は次のとおりでした。 

札幌市    受検者   11名（一般）/  3名（専門） 

仙台市    受検者    13名（一般）/   2名（専門） 

東京都    受検者   118名（一般）/  46名（専門） 

名古屋市   受検者    22名（一般）/  7名（専門） 

大阪市    受検者    22名（一般）/  17名（専門） 

広島市    受検者    8名（一般）/  2名（専門） 

福岡市    受検者    16名（一般）/   5名（専門） 

② 第 28回地図地理検定 試験実施状況 

日  時：平成 29年 11月 12日 13：30～14：20（一般）/15：00～16：00（専門） 

受検者数：一般 360 名  専門 90名 

場所及び受検者内訳は次のとおりでした。 

札幌市    受検者    7名（一般）/  3名（専門） 

仙台市    受検者     6名（一般）/  3名（専門） 

東京都    受検者    84名（一般）/  53名（専門） 

名古屋市   受検者    11名（一般）/   8名（専門） 

大阪市    受検者    15名（一般）/  14名（専門） 

広島市    受検者    8名（一般）/   2名（専門） 

福岡市    受検者     7名（一般）/   7名（専門） 

団体受検    受検者  222名（一般）/   0名（専門） 
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Ⅱ．収益事業等 
 

［1］ 調査研究支援事業（収益事業 1） 

1．情報提供事業 

ア データベースの作成事業 

地理・地名・地図・人口等に関する調査研究によって収集した資料や統計データに付加価

値等を付けたデータベースを作成しました。 

イ 地名情報等データ提供事業 

① 地名情報等を、希望する事業所等へ電子媒体により提供しました。提供したデー

タベース等は次のとおりです。 
・ 全国町・字ファイル 
・ 国土行政区画コード総覧 
・ カナ文字入日本行政区画番号帳・地域テーブルコードブック 
・ アドレス 
・ 役場管轄区域ファイル 
・ 住民基本台帳人口要覧ファイル 
・ 全国人口統計マスター 
・ 全国都道府県庁･市区町村役場データベース 
・ 大口事業所個別郵便番号データベース 
・ 緯度経度付き全国沿線･駅データベース 

② その他情報処理等の受託によりデータを提供しました。 
・ 新郵便番号情報の加工 
・ その他情報処理受託作業他 

ウ 仕入商品の販売事業 

平成 29 年度は次の商品を仕入れ、加工を施し販売しました。 

① 市外・市内局番ファイル（ＮＴＴタウンページ㈱） 

② トータルマーケティングデータベース（地図ＤＢ） 

・全国町丁目･字界地図データベース（国際航業㈱） 

・緯度経度付き全国郵便局データベース（東京グリーンシステムズ） 

・緯度経度付きゆうちょ銀行データベース（東京グリーンシステムズ） 

・住友電工製全国デジタル道路地図データベース（国際航業㈱） 

・住所ポイントデータ(番地･号)（インクリメントＰ㈱） 

③ 住所コード付番システム（日本コンセントリクス㈱） 

・バーコード付番システム 

・新郵便番号付番システム 

④ 住所コード付番システム（㈱アグレックス） 

⑤ ＧＩＳ関連データ（㈱ゼンリン他） 

⑥ 推計年齢階級別付き全国人口統計マスター（㈱日本統計センター） 

⑦ 電話番号履歴データベース（㈱クローバー・ネットワーク・コム） 
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2．印刷物の受託事業 

一般企業等から各種印刷物等を受託し提供しました。提供した印刷物等は次のとおり

です。 
① 全国主要道路キロ程図カレンダー … セイノースーパーエクスプレス㈱ 
② シルバーパス地図 … (一社)ＳＤ総合研究所 
③ WEB 版バス路線図 … 新京成電鉄㈱ 

 

3．セミナー等の開催事業 

次のテーマによる研究セミナーを開催しました。 

① 第 108回研究セミナー 

日 時：平成 29年 6月 7日 

場 所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 

参加者：52名 

テーマ：『AI（人工知能）を使ったデジタルマーケティング最前線』 

株式会社ジゾン 取締役兼ファウンダー 神野純孝 氏 

テーマ：『タニタで学んだ成功法則～赤字企業を世界 No．1 へ導いた“経営の秘訣”

とは？～』 

ヘルスケアオンライン株式会社 代表取締役社長 谷田昭吾 氏 

② 第 110回研究セミナー 

日 時：平成 29年 12月 7日 

場 所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 

参加者：65名 

テーマ：『世界経済の現状と今後の経済・金融展望』 

野村證券株式会社 投資情報部 マーケット・エコノミスト 尾畑秀一 氏 

③ 第 111回研究セミナー 

日 時：平成 30 年 3月 8日 

場 所：ホテルルポール麹町（麹町会館） 

参加者：53名 

テーマ：『真のグローバルベンチャーを目指して 

〜FinTechと IoT による新たな自動車社会の創造〜』 

Global Mobility Service株式会社 代表取締役社長 中島徳至 氏 

 

[2］ 賃貸事業（収益事業 2） 

1．賃貸事業 

公益的な活動を行っている非営利法人の他、一般企業等に事務所の貸与を行いまし

た。 
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別紙 

［1］調査研究普及事業 

1．地名等調査研究事業 

市制・町制等の調査 

・ 政令指定都市・市制等は次のとおりです。 

平成30年10月1日 筑紫郡那珂川町 → 市制  那珂川市（同郡消滅） 

 


